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今週のキーワード 

大河ドラマの 

経済効果 

 日銀支店などの調べによると、「篤姫」は平均視聴率も歴代トップ。以下、「利家とまつ」（355

億円）「新選組」（203億円）「義経」（179億円）。「天地人」は204億円と予想する。泣き所は

放映の翌年の反動減で、鹿児島支店は「篤姫」効果を220万人の観光客増とはじいたが、今年は127

万人減少と予想、経済効果の反動減は172億円という。高視聴率が必ずしも経済効果に波及せず、

ガイド誌、ＤＶＤなど関連商品も勢いはない。それでも各地からの番組誘致は今も20余りという。
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「兼続」人気、３県で町おこし過熱
大河ドラマの驚異的な経済効果 
 

 端午の節句といえば武者人形。兜を冠した五

月人形のスターは長年、伊達政宗と相場が決ま

っていた。ところが今年は、同じ奥州にあって

政宗とほぼ同時代の直江兼続の「愛」の兜人形

に注文が急増しているという。歴史出版物も昨

年の「篤姫」に引き続き好調だ。 

 ＮＨＫの大河ドラマは主要な舞台となるその

地方の町おこしに大きな貢献をしてきた。「天

地人」兼続は上越（新潟県）生まれで、後に上

杉家の養子となり山形県、福島県と３県にまた

がってドラマは展開する。各地の歴史遺産をテ

コとした集客合戦の火蓋も切って落とされ、川

中島合戦さながらにヒートアップしている。 

 日銀がはじいた高視聴率の大河ドラマ「篤姫」

の経済効果は364億円であったという。課題はブ

ームを地元産業に反映させ、かつ一過性で終わ

らせずできるだけ持続させることである。 

 「天地人」は３県にまたがる広域圏型だが、

３県の酒蔵・酒販卸会社が県境、商圏を越えて

共同企画の新商品を生み出し、目標を超えるヒ

ットとなった。「共同企画」という思いがけな

い商戦略に今後の手ごたえも感じている。福

島・山形両県の温泉旅館は「連泊提携」（期間

限定）し、ドラマ後半に合わせ再開も検討中。

地元の菓子製造・お土産店、飲食店も含め、ね

らいは北東北や関東からの観光客に定めてい

る。旅行・観光バス会社も、定額給付金や高速

道路割引の追い風を受け、ＧＷという正念場を

迎えようとしている。 

株式評価損の損金算入基準明確化 
法人の合理的判断基準提示を尊重 
 

 国税庁はこのほど、「上場有価証券の評価損

に関するＱ＆Ａ」を公表し、企業が所有する株

式の評価損を損金算入するにあたっての基準の

明確化を図った。 

 税務上、株式の価額が著しく低下し、帳簿価

額を下回る場合は、その帳簿価額と時価の差額

を損金経理によって減額し、評価損を損金算入

することが認められている。 

 この場合の「著しく低下したこと」について、

法人税基本通達では、①株式の期末の価額がそ

の時の帳簿価額のおおむね50％相当額を下回る

ことになり、かつ②近い将来その価額の回復が

見込まれないことをいうものとされている。特

に問題となるのは、どのような状況であれば「近

い将来回復が見込まれない」と言えるのかとい

う点である。 

 そこでＱ＆Ａでは、株価の回復可能性がない

ことについて、法人の側から、過去の市場価格

の推移や市場環境の動向、発行法人の業況等を

総合的に勘案した合理的な判断基準が示される

限りにおいては、税務上はその基準が尊重され

ることを明らかにしている。したがって、必ず

しも株価が過去２年間にわたり帳簿価額の50％

程度以上下落した状態でなければ損金算入が認

められないものではないと説明している。 

 さらに、株式発行法人に係る将来動向や株価

の見通しについて、専門性を有する客観的な第

三者の見解があれば、これを合理的な判断の根

拠のひとつとすることを認めている。 

税務会計


